
歳出

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び過疎地域自立促進事業基金並びに過疎地

　域自立促進事業債充当事業のうち、事業費の補正を伴わない財源補正については、記載を省略し

　ています。

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

総務費 1 多文化共生推進事業 189,948 5,716 195,664

国　外国人受入環境整備交付金 11,701 0 11,701

国　帰国・外国人児童生徒支援事業費
    補助金 13,311 0 13,311

国　文化芸術振興費補助金 6,832 0 6,832

国　地方創生推進交付金 45,327 0 45,327

諸　その他収入 1,640 0 1,640

一　般　財　源 111,137 5,716 116,853

◆ 70,343 4,037 74,380

・事業内容

　外国人学習支援センターの管理運営に要する経費

・補正理由

　雇用する外国人の日本語能力試験の認定取得に係る事業者が負担した経費

　に対する支援に要する経費の追加

・補正内容

　需用費　　　　　　　 　　37千円（5,343千円→5,380千円）

　負担金補助及び交付金　4,000千円（皆増）

◆ (2) 地域共生推進事業 5,699 1,679 7,378

・事業内容

　地域における日本人市民と外国人市民のコミュニケーションを深め、

　文化や生活習慣等の違いによるトラブルの解決や共生の推進に要する経費

・補正理由

　外国人材の活用促進を積極的に行っている事業者の認定に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　1,679千円（5,410千円→7,089千円）

事　業・事　項

(1) 外国人学習支援センター運営事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 2 過疎地域自立促進事業基金積立金 3 159,000 159,003

財　過疎地域自立促進事業基金運用収入 3 0 3

債　過疎地域自立促進事業債 0 159,000 159,000

・事業内容

　過疎地域持続的発展事業基金に対する積立金

・補正理由

　浜松市過疎地域持続的発展計画策定に伴う過疎地域持続的発展事業基金への

　積立金の追加

・補正内容

　積立金　159,000千円（3千円→159,003千円）

・財源

　債　過疎地域自立促進事業債　159,000千円（皆増）

3 スポーツ施設運営事業 1,815,242 72,877 1,888,119

市　現年課税分（事業所税） 73,000 0 73,000

使　運動広場等使用料 648 0 648

使　武道場使用料 180 0 180

使　地域総合体育館使用料 35 0 35

繰　スポーツ施設整備基金繰入金 69,151 0 69,151

諸　指定管理施設特定収入 49,366 0 49,366

諸　命名権収入 2,750 0 2,750

諸　その他収入 364 0 364

債　スポーツ施設整備事業債 333,400 0 333,400

一　般　財　源 1,286,348 72,877 1,359,225

◆ (1) スポーツ施設整備事業 636,846 72,877 709,723

・事業内容

　スポーツ施設の整備に要する経費

・補正理由

　花川運動公園庭球場改修及び江之島アーチェリー場改築に伴う工事請負費の追加

　・花川運動公園庭球場人工芝改修工事　48,686千円

　　利用者の安全確保及び令和4年度全国実業団対抗テニス大会などの開催

　　に向けた、経年劣化したテニスコート人工芝6面の張り替え

　・江之島アーチェリー場改築工事　　　24,191千円

　　防矢フェンス設置工事における掘削と残土処分の作業量増加に伴う追加工事

　　　8月5日供用開始

・補正内容

　工事請負費　72,877千円（550,183千円→623,060千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 42,254 2,530 44,784

県　県民税徴収費委託金 30,062 0 30,062

一　般　財　源 12,192 2,530 14,722

・事業内容

　税務総務課のデジタル関連事業に要する経費

・補正理由

　Web口座振替受付サービス取扱い金融機関の追加に要する経費の追加

・補正内容

　役務費　1,430千円（　 788千円→ 2,218千円）

　委託料　1,100千円（41,466千円→42,566千円）

5 人件費（市民窓口費） 11,378 13,152 24,530

国　個人番号カード交付事務費補助金 4,274 13,152 17,426

一　般　財　源 7,104 0 7,104

◆ (1) 会計年度任用職員 11,378 13,152 24,530

・事業内容

　戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等の窓口業務に従事する会計年度任用職員

　に対する報酬等

・補正理由

　各区役所におけるマイナンバーカードの申請サポートに要する報酬の追加

・補正内容

　報酬　13,152千円（11,378千円→24,530千円）

・財源

　国10/10　個人番号カード交付事務費補助金　

　　　　　　　　　　　　　　　　　13,152千円（4,274千円→17,426千円）

4 税務総務デジタル運営経費



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 475,267 86,905 562,172

使　戸籍等手数料 35,894 0 35,894

国　個人番号カード交付事業費補助金 415,157 0 415,157

国　個人番号カード交付事務費補助金 16,663 86,905 103,568

国　中長期在留者住居地届出等事務費
    委託金 7,465 0 7,465

県　人口世帯調査費委託金 88 0 88

・事業内容

　戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等の窓口業務に要する経費

・補正理由

　大型商業施設及び確定申告会場におけるマイナンバーカード申請サポート

　に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　86,905千円（1,205千円→88,110千円）

・財源

　国10/10　個人番号カード交付事務費補助金　

　　　　　　　　　　　　　　　　　86,905千円（16,663千円→103,568千円）

民生費 1 人件費（社会福祉総務費） 243,166 974 244,140

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
　　ネット強化交付金 0 974 974

国　地域共生社会の実現に向けた
　　包括的支援体制構築事業費補助金 5,580 0 5,580

国　厚生統計調査費委託金 400 0 400

国　生活保護指導監査事業費委託金 14,883 0 14,883

県　社会福祉統計調査費委託金 107 0 107

一　般　財　源 222,196 0 222,196

◆ (1) 職　員 206,379 974 207,353

・事業内容

　福祉総務課の職員人件費

・補正理由

　国の新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金制度の創設に伴う支援金の

　支給事務に要する職員手当等の追加

・補正内容

　職員手当等　974千円（66,689千円→67,663千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　974千円（皆増）

6 戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 2 生活困窮者自立支援事業 126,035 44,504 170,539

国　生活保護費等負担金 74,685 33,378 108,063

国　生活保護運営対策事業費等補助金 11,767 0 11,767

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 1,379 0 1,379

県　新型コロナウイルス感染症セーフティ
　　ネット強化補助金 4,500 0 4,500

一　般　財　源 33,704 11,126 44,830

・事業内容

　生活困窮者の自立相談支援等の実施に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルス感染症対策の影響による住居確保給付金の申請件数増加に

　伴う扶助費の追加

・補正内容

　扶助費　44,504千円（43,240千円→87,744千円）

・財源

　国3/4　生活保護費等負担金　33,378千円（74,685千円→108,063千円）

・その他

　令和3年から支給期間の再延長（最長12ヶ月まで）や再支給対象要件を拡充する

　省令改正が施行

国庫支出金等精算返還金一覧
（単位：千円）

款 項 目 国庫返還金 県費返還金 合計
1 社会福祉総務費 121 - 121
2 障害者福祉費 64,460 2,592 67,052
3 老人福祉費 1,738 - 1,738
4 次世代育成費 29,036 - 29,036
5 家庭福祉費 238,999 - 238,999
6 児童相談所費 2,537 - 2,537
7 保育所費 143,389 132,306 275,695
8 障害児福祉費 69,282 34,641 103,923
9 生活保護費 生活保護運営費 87,440 - 87,440

10 介護保険費 介護保険事業費 13,153 6,183 19,336
11 保健衛生検査費 205 - 205
12 母子保健費 103,145 2,739 105,884
13 成人保健費 657,749 - 657,749
14 保健所費 生活衛生費 117,704 - 117,704

1,528,958 178,461 1,707,419

社会福祉費

児童福祉費

合　計

衛生費

民生費

保健衛生費



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費
0 44,412 44,412

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
　　ネット強化交付金 0 44,412 44,412

・事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う生活困窮者自立支援の実施に要する経費

・補正理由

　国の新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金制度の創設に伴う支援金の

　支給に要する経費の追加

　・対象者　　社会福祉協議会が実施する総合支援資金の再貸付を受け、既に

　　　　　　　再貸付が終了している又は8月末までに再貸付が終了する者等

　・支給額　　単身世帯：6万円　2人世帯：8万円　3人以上世帯：10万円

　・申請期間　令和3年7月1日から令和3年8月31日まで

　・支給見込み世帯　180世帯

・補正内容

　需用費　    11千円（皆増）

　役務費　    61千円（皆増）

　扶助費　44,340千円（皆増）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44,412千円（皆増）

0 121 121

一　般　財　源 0 121 121

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　121千円（皆増）

0 67,052 67,052

一　般　財　源 0 67,052 67,052

・事業内容

　令和2年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　64,460千円（皆増）

　　県費返還金　 2,592千円（皆増）

3 新型コロナウイルス感染症生活困窮者
　自立支援金支給事業

4 国庫支出金等精算返還金（社会福祉総務費）

5 国庫支出金等精算返還金（障害者福祉費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 0 67,493 67,493

国　介護施設等整備費補助金 0 50,129 50,129

債　老人福祉施設等整備事業債 0 17,300 17,300

一　般　財　源 0 64 64

・事業内容

　老人福祉施設の整備等に対する補助金

・補正理由

　災害時に備えた老人福祉施設の改修に対する補助金の追加

　・非常用自家発電設備の整備　67,493千円

　　高齢者施設（国1/2、市1/4、事業者1/4）　2事業所　52,093千円

　　地域密着型特別養護老人ホーム（国10/10）1事業所　15,400千円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　67,493千円（皆増）

・財源

　国10/10、2/3　介護施設等整備費補助金　50,129千円（皆増）

　債　老人福祉施設等整備事業債　　　　　17,300千円（皆増）

0 1,738 1,738

諸　その他収入 0 64 64

一　般　財　源 0 1,674 1,674

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　1,738千円（皆増）

・財源

　諸　その他収入　64千円（皆増）

8 国庫支出金等精算返還金（次世代育成費） 0 29,036 29,036

一　般　財　源 0 29,036 29,036

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　29,036千円（皆増）

6 老人福祉施設等整備費助成事業（補助金）

7 国庫支出金等精算返還金（老人福祉費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 9 人件費（子ども保護対策費） 175,160 780 175,940

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
    ネット強化交付金 0 780 780

一　般　財　源 175,160 0 175,160

◆ (1) 職　員 159,827 780 160,607

・事業内容

　子育て支援課の職員人件費

・補正理由

　国の新型コロナウイルス緊急対策に伴う、低所得の子育て世帯（ひとり親世帯

　以外）に対する生活支援特別給付金の支給事務に要する職員手当等の追加

・補正内容

　職員手当等　780千円（50,419千円→51,199千円）

・財源

　 　国10/10　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　780千円（皆増）

10 人件費（家庭福祉費） 7,691 6,713 14,404

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
    ネット強化交付金 0 6,713 6,713

一　般　財　源 7,691 0 7,691

◆ (1) 会計年度任用職員 6,631 6,713 13,344

・事業内容

　子育て支援課の会計年度任用職員人件費

・補正理由

　国の新型コロナウイルス緊急対策に伴う、低所得の子育て世帯（ひとり親世帯

　以外）に対する生活支援特別給付金の支給事務に要する報酬の追加

・補正内容

　報酬　6,713千円（6,631千円→13,344千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,713千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 11 ひとり親家庭等支援事業 3,009,684 197,853 3,207,537

国　児童扶養手当給付費負担金 764,427 0 764,427

国　母子家庭対策等総合支援事業費補助金 30,513 0 30,513

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
    ネット強化交付金 380,544 0 380,544

寄　一般寄附金 0 197,853 197,853

繰　交通遺児等福祉事業等基金繰入金 1,935 0 1,935

一　般　財　源 1,832,265 0 1,832,265

◆ 15,599 197,853 213,452

・事業内容

　2人以上の児童を監護する児童扶養手当受給者の自立のための市独自の手当

　支給に要する経費

・補正理由

　市内企業からの寄付金を活用した、困窮するひとり親世帯等に対する支援金の

　支給に要する経費の追加

　・対象者　　令和3年6月29日時点におけるひとり親に対する子育て世帯生活

　　　　　　　支援特別給付金の受給対象者（4月分児童扶養手当受給者）

　・対象児童　6,560人

　・支給金額　30千円／人

　・給付日　　7月28日

・補正内容

　需用費　　  100千円（    31千円→    131千円）

　役務費　    854千円（   215千円→  1,069千円）

　委託料　　 　99千円（皆増）

　扶助費　196,800千円（15,353千円→212,153千円）

・財源

　寄　一般寄附金　197,853千円（皆増）

・その他

　6月30日に（株）エリジオンホールディングスから子どもの貧困対策の支援

　として寄附金2億円を受入

(1) ひとり親家庭等自立支援手当支給事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 12 家庭福祉支援事業 15,555,749 801,257 16,357,006

国　児童手当費負担金 8,866,927 0 8,866,927

国　新型コロナウイルス感染症セーフティ
    ネット強化交付金 0 801,257 801,257

県　児童手当費負担金 1,920,989 0 1,920,989

県　高校生世代医療費補助金 45,269 0 45,269

一　般　財　源 4,722,564 0 4,722,564

◆ (1) 児童手当支給事業 12,736,111 801,257 13,537,368

・事業内容

　中学校終了前の児童を監護する者への児童手当支給に要する経費

・補正理由

　国の新型コロナウイルス緊急対策に伴う、低所得の子育て世帯（ひとり親世帯

　以外）に対する生活支援特別給付金の支給に要する経費の追加

・支援金概要

　・対象者　下記要件の両方に該当する者（ひとり親世帯分の給付金受給者は除く）

　　　　　　【養育要件】令和3年3月31日時点で18歳未満の児童（障害児の場合、

　　　　　　　　　　　　20歳未満）を養育する父母等

　　　　　　【所得要件】令和3年度市民税（均等割）非課税又は令和3年1月1日

　　　　　　　　　　　　以降の収入が急変し、非課税相当の収入になった者

　・支給金額　児童一人当たり一律　50千円

　・給付スケジュール

　　・申請不要者　7月28日　　　　 給付金支給

　　・要申請者　　7月26日　　　　 申請受付開始

　　　　　　　　　9月下旬　　　　 給付金支給開始

　　　　　　　　　令和4年3月15日　申請受付終了

・補正内容

　需用費　    340千円（     1,220千円→     1,560千円）

　役務費  　3,460千円（     8,093千円→    11,553千円）

　委託料 　95,307千円（ 　 18,218千円→   113,525千円）

　扶助費　702,150千円（12,708,535千円→13,410,685千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　801,257千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 13 国庫支出金等精算返還金（家庭福祉費） 0 238,999 238,999

一　般　財　源 0 238,999 238,999

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　238,999千円（皆増）

14 国庫支出金等精算返還金（児童相談所費） 0 2,537 2,537

一　般　財　源 0 2,537 2,537

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　2,537千円（皆増）

15 保育事業デジタル運営経費 27,428 19,814 47,242

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 15,316 15,316

一　般　財　源 27,428 4,498 31,926

・事業内容

　幼児教育・保育課（保育所費）のデジタル関連事業に要する経費　　

・補正理由

　認可保育所等への入所選考にかかるAI選考システム等の導入に要する経費の追加

　・AI活用による業務の標準化

　・入所希望施設数の拡充（3施設→最大10施設）

・補正内容

　委託料　 　　　 19,803千円（ 23,534千円→43,337千円）

　使用料及び賃借料  　11千円（  3,368千円→ 3,379千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　 15,316千円（皆増）

16 国庫支出金等精算返還金（保育所費） 0 275,695 275,695

一　般　財　源 0 275,695 275,695

・事業内容

　令和2年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　143,389千円（皆増）

　　県費返還金　132,306千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 0 103,923 103,923

一　般　財　源 0 103,923 103,923

・事業内容

　令和2年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　69,282千円（皆増）

　　県費返還金　34,641千円（皆増）

0 87,440 87,440

一　般　財　源 0 87,440 87,440

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　87,440千円（皆増）

69,368 85,930 155,298

国　介護施設等整備費補助金 0 64,951 64,951

県　介護サービス提供体制整備促進
　　事業費補助金 69,368 0 69,368

債　老人福祉施設等整備事業債 0 20,900 20,900

一　般　財　源 0 79 79

・事業内容

　介護サービス提供施設の整備等に対する補助金

・補正理由

　災害時に備えた介護サービス提供施設等の改修に対する補助金の追加

　・非常用自家発電設備の整備　68,438千円

　　介護医療院等（国1/2、市1/4、事業者1/4）3事業所　62,938千円

　　認知症対応型通所介護事業所（国10/10）　1事業所　 5,500千円

　・大規模修繕　17,492千円

　　グループホーム（国10/10）3事業所　17,492千円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　85,930千円（69,368千円→155,298千円）

・財源

　国10/10、2/3　介護施設等整備費補助金　64,951千円（皆増）

　債　老人福祉施設等整備事業債　　　　　20,900千円（皆増）

17 国庫支出金等精算返還金（障害児福祉費）

18 国庫支出金等精算返還金（生活保護運営費）

19 介護サービス提供基盤整備費助成事業
　 （補助金）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 0 19,336 19,336

諸　その他収入 0 1,158 1,158

一　般　財　源 0 18,178 18,178

・事業内容

　令和2年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　13,153千円（皆増）

　　県費返還金　 6,183千円（皆増）

・財源

　諸　その他収入　1,158千円（皆増）

衛生費 1 新型コロナウイルス感染症対策事業 147,820 6,134 153,954

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 105,716 △ 12,955 92,761

県　新型コロナウイルス感染症緊急包括
　　支援交付金 0 6,134 6,134

繰　新型コロナウイルス感染症対策基金
　　繰入金 25,220 0 25,220

一　般　財　源 16,884 12,955 29,839

◆ (1) 医療調整本部事業 145,385 6,134 151,519

・事業内容

新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

・補正理由

　宿泊療養所で療養中の患者に対する往診体制の整備に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　6,134千円（13,842千円→19,976千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　△12,955千円

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（105,716千円→92,761千円）

　県10/10　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金　　6,134千円（皆増）

20 国庫支出金等精算返還金（介護保険事業費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 2 食中毒、感染症検査事業 55,554 25,671 81,225

国　感染症予防事業費負担金 76 0 76

国　感染症発生動向調査事業費負担金 22,367 12,835 35,202

国　疾病予防対策事業費等補助金 2,396 0 2,396

一　般　財　源 30,715 12,836 43,551

・事業内容

　食中毒、感染症等に関する細菌・ウイルス検査に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルス感染症の検査試薬等の購入に要する需用費の追加

・補正内容

　需用費　25,671千円（55,554千円→81,225千円）

・財源

　国1/2　感染症発生動向調査事業費負担金　12,835千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（22,367千円→35,202千円）

0 205 205

一　般　財　源 0 205 205

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　205千円（皆増）

0 105,884 105,884

一　般　財　源 0 105,884 105,884

・事業内容

　令和2年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　103,145千円（皆増）

　　県費返還金　　2,739千円（皆増）

3 国庫支出金等精算返還金（保健衛生検査費）

4 国庫支出金等精算返還金（母子保健費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 5 新型コロナウイルスワクチン接種事業 3,191,469 2,309,209 5,500,678

国　新型コロナウイルス予防接種事業費
　　負担金 2,648,355 1,826,080 4,474,435

国　新型コロナウイルスワクチン接種
　　体制確保事業費補助金 543,114 473,129 1,016,243

県　新型コロナウイルスワクチン接種
　　従事者確保事業費補助金 0 10,000 10,000

・事業内容

　市民を対象とした新型コロナウイルスワクチン接種の実施体制の整備

　及び予防接種等に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルスワクチン接種の実施体制の整備に要する経費の追加

・補正内容

　需用費　　　　　　1,650千円（　 48,505千円→　 50,155千円）

　役務費　　　　　　4,000千円（　 99,234千円→　103,234千円）

　委託料　　　　2,300,556千円（3,015,710千円→5,316,266千円）

　工事請負費　　　　3,003千円（　　1,001千円→　　4,004千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス予防接種事業費負担金

　　　　　　　　　　　　　　1,826,080千円（2,648,355千円→4,474,435千円）

　国10/10　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

　　　　　　　　　　  　　　　473,129千円（　543,114千円→1,016,243千円）

　県10/10　新型コロナウイルスワクチン接種従事者確保事業費補助金

　　　　　　　　　　 　　　  　10,000千円（皆増）

0 657,749 657,749

一　般　財　源 0 657,749 657,749

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　657,749千円（皆増）

6 国庫支出金等精算返還金（成人保健費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費
11,498 4,357 15,855

国　感染症発生動向調査事業費負担金 1,163 0 1,163

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 9,311 9,311

一　般　財　源 10,335 △ 4,954 5,381

・事業内容

　PCR検査センターの設置及び運営に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルスの検体採取場における交通誘導員の確保に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　4,357千円（8,348千円→12,705千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　9,311千円（皆増）

8 感染症対策事業 325,840 365,569 691,409

分　感染症入院患者自己負担金 20 0 20

国　感染症患者入院医療費負担金 52,589 0 52,589

国　感染症予防事業費負担金 1,140 0 1,140

国　感染症発生動向調査事業費負担金 126,139 182,784 308,923

国　疾病予防対策事業費等補助金 46 0 46

一　般　財　源 145,906 182,785 328,691

・事業内容

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく、

　感染症の予防対策及びまん延防止対策等に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルス感染症の検査に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　365,569千円（249,071千円→614,640千円）

・財源

　国1/2　感染症発生動向調査事業費負担金　182,784千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （126,139千円→308,923千円）

0 117,704 117,704

一　般　財　源 0 117,704 117,704

・事業内容

　令和2年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　117,704千円（皆増）

9 国庫支出金等精算返還金（生活衛生費）

7 ＰＣＲ検査センター設置運営事業
  （保健所運営総務費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 1 担い手育成支援事業 158,229 14,000 172,229
産業費

県　農業次世代人材投資事業費補助金 93,000 0 93,000

県　経営体育成支援事業費補助金 47,933 0 47,933

諸　経営継承・発展支援事業補助金 0 7,000 7,000

一　般　財　源 17,296 7,000 24,296

◆ (1) 担い手育成総合支援事業 7,296 14,000 21,296

・事業内容

　経営意欲のある農業の担い手の支援及び効率的・安定的な農業経営体の育成に

　要する経費

・補正理由

　国の経営継承・発展等支援事業の実施に伴う補助金の追加

　・補助対象者　　　人・農地プランに位置付けられた中心経営体等から経営を

　　　　　　　　　　継承した後継者

　・補助対象事業　　経営発展計画に基づき実施する省力化・業務の効率化、品質

                    の向上、就業環境の改善、データを活用した経営の実践等

　・補助率　　　　　10/10

　・上限額　　　　　後継者1人あたり1,000千円以内（国と市が1/2ずつ負担）

・補正内容

　負担金補助及び交付金　14,000千円（6,750千円→20,750千円）

・財源

　諸1/2　経営継承・発展支援事業補助金　7,000千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 2 かんがい排水整備事業 184,836 4,000 188,836
産業費 県　震災対策農業水利施設整備事業費

　　補助金 16,200 4,000 20,200

一　般　財　源 168,636 0 168,636

◆ (1) かんがい排水整備国庫補助事業 18,000 4,000 22,000

・事業内容

　防災重点ため池に対する耐震・豪雨調査に要する経費

・補正理由

　ため池調査にかかる国及び県の手引き等の改正に伴う委託料の追加

　・対象　赤堀田池、清水の谷池

　・内容

　　劣化状況評価の実施　　　　 　　　　　　　　　1,870千円

　　ボーリング調査箇所の増（2箇所→3箇所） 　　　2,130千円

・補正内容

　委託料　4,000千円（18,000千円→22,000千円）

・財源

　県10/10　震災対策農業水利施設整備事業費補助金　4,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 （16,200千円→20,200千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 3 林道等整備事業 504,671 21,020 525,691
産業費

地　森林環境譲与税 6,372 0 6,372

県　林道改良事業費補助金 60,584 8,408 68,992

県　林道舗装事業費補助金 8,580 0 8,580

県　道整備事業費補助金 36,135 0 36,135

県　林業専用道整備事業費補助金 19,006 0 19,006

繰　森林環境基金繰入金 31,887 0 31,887

債　林道整備事業債 168,900 81,100 250,000

一　般　財　源 173,207 △ 68,488 104,719

◆ (1) 県単独林道整備事業 172,910 21,020 193,930

【繰越明許費】

・事業内容

　県単独補助事業による林道の改良及び舗装に要する経費

・補正理由

　県補助金の内示に伴う林道の改良に要する経費の追加及び過疎地域持続的

　発展計画策定に伴う財源補正

　　林道滝沢線　　　　 　　8,965千円

　　林道高森山線（1工区）　1,330千円

　　林道高森山線（2工区）　5,445千円

　　林道大寄線　　　　 　　5,280千円

・補正内容

　委託料　　　 2,735千円（ 24,435千円→ 27,170千円）

　工事請負費　18,285千円（148,475千円→166,760千円）

・財源

　県4/10　林道改良事業費補助金　 8,408千円（60,584千円→ 68,992千円）

　債　　　林道整備事業債        37,600千円（76,900千円→114,500千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 4 漁港管理事業 136,475 21,730 158,205
産業費

使　村櫛漁港使用料 724 0 724

使　舞阪漁港荷捌所使用料 1,912 0 1,912

県　漁業基盤整備事業費補助金 29,835 0 29,835

債　漁港整備事業債 26,800 0 26,800

一　般　財　源 77,204 21,730 98,934

◆ (1) 漁港整備事業 133,689 21,730 155,419

・事業内容

　漁業者の利便性及び安全性の向上と漁労活動の円滑化を目的とした漁港や漁場

　の整備に要する経費

・補正理由

　村櫛漁港前田第1物揚場機能保全工事の補修工事等に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　21,730千円（74,940千円→96,670千円）

商工費 1 商業振興支援事業 1,345 20,000 21,345

国　地方創生推進交付金 236 0 236

国　地域経済循環創造事業交付金 0 10,000 10,000

一　般　財　源 1,109 10,000 11,109

・事業内容

　やる気のある若手経営者、事業者への人材育成、販路開拓支援などによる

　商業者の経営体質強化に要する経費

・補正理由

　地域金融機関と連携して、地域資源を活かした先進的で持続的な事業創出

　のための事業を立ち上げる民間事業者等への補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　20,000千円（皆増）

・財源

　国1/2　地域経済循環創造事業交付金　10,000千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

商工費 2 新・産業集積エリア整備事業 79,496 643 80,139

一　般　財　源 79,496 643 80,139

◆ (1) 工場用地開発事業 79,496 643 80,139

・事業内容

　新・産業集積エリアにおける大規模工場用地開発に要する経費

・補正理由

　新・産業集積エリアで施工する都田川山土地区画整理事業の出来形確定測量

　による土地面積確定に伴う補償金の追加

・補正内容

　補償、補填及び賠償金　643千円（1,508千円→2,151千円）

3 観光客誘致事業 125,925 62,395 188,320

一　般　財　源 125,925 62,395 188,320

◆ (1) 家康プロジェクト推進事業 0 62,395 62,395

・事業内容

　大河ドラマ「どうする家康」の放送決定を契機とした観光誘客及びプロモー

　ションに要する経費

・補正理由

　令和5年1月の大河ドラマ放送決定を契機とした観光誘客及び地域経済活性化の

　ための大河ドラマ館の設置等に要する経費の追加

　・大河ドラマ館設置等　　　　　　　　　　 　54,395千円　

　　　開設場所　旧元城小学校跡地

　　　開設時期　令和5年1月から1年間（予定）

　・大河ドラマPRのぼり旗、ロゴマーク等制作費　1,000千円

　・特設WEBサイト制作費（負担金）　　　　　 　7,000千円

・補正内容

　委託料　　　　　　　 55,395千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　7,000千円（皆増）

・債務負担行為

　事　項　大河ドラマ館等設置管理撤去業務委託費

　限度額　489,555千円（R4:271,975千円、R5:217,580千円）

　期　間　令和3年度から令和5年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

商工費 4 新しい生活様式支援事業 242,532 192,200 434,732

国　地方創生推進交付金 18,700 0 18,700

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 124,561 180,260 304,821

一　般　財　源 99,271 11,940 111,211

◆ (1) ３密対策事業者支援事業　 0 168,000 168,000

・事業内容

　飲食店を経営する中小企業者に対する３密対策支援に要する経費

・補正理由

　新型コロナウイルス感染症の影響長期化に対応するための事業者による

　感染症拡大防止対策の促進に要する経費の追加

　　補助率　1/2、限度額　300千円

　　見込件数　500件

・補正内容

　委託料　　　　　　　　 18,000千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　150,000千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　 129,865千円（皆増）

◆ (2) 多拠点居住推進事業 57,400 24,200 81,600

・事業内容

　多拠点居住及びワーケーション環境整備に要する経費

・補正理由

　公共施設の駐車場をコワーキングスペースとして活用するための浜松テレワーク

　パーク事業実施場所の拡充整備に要する工事請負費の追加

　　整備見込数　10か所

・補正内容

　工事請負費　24,200千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　 34,167千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 1 交通安全施設等整備・修繕事業 2,890,673 38,500 2,929,173

市　現年課税分（事業所税） 1,054,000 0 1,054,000

交　交通安全対策特別交付金 456,000 0 456,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
   （道路） 468,826 0 468,826

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 162,030 0 162,030

県　地震・津波対策促進費交付金 7,000 0 7,000

債　土木施設整備事業債 469,000 0 469,000

一　般　財　源 273,817 38,500 312,317

◆ (1) 国県道単独事業 483,595 38,500 522,095

・事業内容

　交通事故防止を目的とした国県道の交通事故多発地点等の改良、交通安全施設の

　整備に要する経費

・補正理由

　指定通学路等の歩道整備に要する経費の追加

・補正内容

  委託料             　10,000千円（ 85,364千円→ 95,364千円）

　工事請負費　　　　 　22,500千円（344,931千円→367,431千円）

　補償、補填及び賠償金　6,000千円（ 43,500千円→ 49,500千円）

2 道路照明灯ＬＥＤ化更新事業 515,000 54,000 569,000

市　現年課税分（事業所税） 37,000 0 37,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
   （道路） 240,000 0 240,000

債　土木施設整備事業債 216,000 0 216,000

一　般　財　源 22,000 54,000 76,000

◆ (1) 単独事業 35,000 54,000 89,000

・事業内容

　道路照明灯のLED化更新に要する経費

・補正理由

　破損の危険性が生じた道路照明灯の点検、更新に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　     1,200千円（皆増）

　工事請負費　52,800千円（35,000千円→87,800千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 3 市道整備事業 1,561,611 20,000 1,581,611

市　現年課税分（事業所税） 344,000 0 344,000

国　道整備事業費補助金 245,000 0 245,000

債　土木施設整備事業債 654,200 0 654,200

一　般　財　源 318,411 20,000 338,411

◆ (1) 単独事業 1,071,611 20,000 1,091,611

・事業内容

　市内一円の市道整備に要する経費

・補正理由

　側溝新設等の道路整備に要する工事請負費の追加

・補正内容

  工事請負費　20,000千円（888,156千円→908,156千円）

4 国県道整備事業 1,378,084 983 1,379,067

国　社会資本整備総合交付金（道路） 509,750 0 509,750

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 22,000 0 22,000

国　防衛施設周辺整備費補助金 63,751 694 64,445

県　道路新設改良事業費負担金 33,344 0 33,344

県　地震・津波対策促進費交付金 83,874 0 83,874

債　土木施設整備事業債 603,700 0 603,700

一　般　財　源 61,665 289 61,954

◆ (1) 防衛施設周辺整備事業 91,084 983 92,067

・事業内容

　防衛省所管の補助金を活用した道路改良に要する経費

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　需用費              　△159千円（   171千円→    12千円）

　工事請負費          　△283千円（58,913千円→58,630千円）

　公有財産購入費　      △128千円（12,400千円→12,272千円）

　備品購入費　             73千円（皆増）

　補償、補填及び賠償金　1,480千円（19,600千円→21,080千円）

・財源

　国7/10　防衛施設周辺整備費補助金　694千円（63,751千円→64,445千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 5 道路維持修繕事業 9,875,289 370,500 10,245,789

国　道整備事業費補助金 64,622 0 64,622

国　防災・安全社会資本整備交付金
   （道路） 555,500 0 555,500

国　原田橋関連整備事業費補助金 71,500 0 71,500

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 2,066,003 0 2,066,003

県　橋りょう整備事業費負担金 93,600 0 93,600

県　道路維持管理費負担金 60,750 0 60,750

県　地震・津波対策促進費交付金 103,200 0 103,200

繰　資産管理基金繰入金 145,500 0 145,500

債　土木施設整備事業債 2,160,500 0 2,160,500

一　般　財　源 4,554,114 370,500 4,924,614

◆ (1) 国県道単独事業 1,350,169 80,000 1,430,169

・事業内容

　国県道の維持管理に要する経費

・補正理由

　・緊急度の高い道路維持修繕に要する経費の追加　50,000千円

　・小破修繕業務等委託に要する経費の追加　　  　30,000千円

・補正内容

　委託料　　　30,000千円（797,259千円→827,259千円）

　工事請負費　50,000千円（539,525千円→589,525千円）

◆ (2) 市道単独事業 2,571,972 283,000 2,854,972

・事業内容

  市道の維持管理に要する経費

・補正理由

　・緊急度の高い道路維持修繕に要する経費の追加　33,000千円

　・小破修繕業務等委託に要する経費の追加　　　 250,000千円

・補正内容

　委託料　 　250,000千円（1,200,296千円→1,450,296千円）

　工事請負費　33,000千円（1,335,006千円→1,368,006千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 ◆ (3) 長寿命化推進単独事業 826,525 7,500 834,025

・事業内容

　長寿命化計画に基づいた橋りょう・トンネル・舗装等の修繕に要する経費

・補正理由

　損傷が激しく、事故等の危険性が高い橋りょうの補修に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　7,500千円（625,920千円→633,420千円）

6 道路防災事業 624,188 45,000 669,188

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 72,094 0 72,094

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 41,800 0 41,800

債　土木施設整備事業債 479,800 0 479,800

一　般　財　源 30,494 45,000 75,494

◆ (1) 単独事業 404,000 45,000 449,000

・事業内容

　落石・斜面崩壊等の災害を未然に防止する災害防除工事に要する経費

・補正理由

　路肩や斜面の崩壊対策による安全確保のための工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　45,000千円（329,890千円→374,890千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 7 過疎対策道路修繕事業 0 105,000 105,000

債　土木施設整備事業債 0 104,500 104,500

一　般　財　源 0 500 500

◆ (1) 単独事業 0 105,000 105,000

【繰越明許費】

・事業内容

　過疎計画に基づく道路修繕等に要する経費

・補正理由

　過疎地域持続的発展計画の策定に伴う、過疎対策事業債充当可能路線の

　整備・修繕に要する経費の追加

・補正内容

　役務費               　10千円（皆増）

　委託料　           23,990千円（皆増）

　工事請負費       　79,500千円（皆増）

　公有財産購入費    　1,000千円（皆増）

　補償、補填及び賠償金　500千円（皆増）

・財源

　債　土木施設整備事業債　104,500千円（皆増）

8 河川管理対策事業 359,539 9,300 368,839

国　河川樋門管理費委託金 2,486 0 2,486

県　河川美化対策費補助金 2,618 0 2,618

県　河川樋門管理費委託金 1,476 0 1,476

県　港湾管理費委託金 26 0 26

繰　資産管理基金繰入金 39,593 0 39,593

債　土木施設整備事業債 118,400 0 118,400

一　般　財　源 194,940 9,300 204,240

◆ (1) ポンプ場等維持管理事業 332,568 9,300 341,868

・事業内容

　ポンプ場及び樋門等の維持管理に要する経費

・補正理由

　故障、不具合が生じた雨水ポンプ場の緊急的な修繕に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　9,300千円（185,993千円→195,293千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 9 河川維持修繕事業 713,250 8,000 721,250

債　土木施設整備事業債 34,000 0 34,000

一　般　財　源 679,250 8,000 687,250

◆ (1) 河川・排水路維持修繕事業 670,250 8,000 678,250

・事業内容

　市内一円の河川・排水路の維持修繕事業に要する経費

・補正理由

　鉄道と隣接している河川の支障木伐採に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　8,000千円（609,100千円→617,100千円）

10 市街地整備運営経費 8,388 46,648 55,036

使　都市計画用途地域等証明手数料 17 0 17

諸　その他収入 15 0 15

一　般　財　源 8,356 46,648 55,004

・事業内容

  市街地整備課の一般事務に要する経費

・補正理由

　区画整理完了地区内（大平台二丁目）における排水管破断による道路

　舗装下部の空洞化に伴う原因等調査及び復旧工事に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　　　 9,988千円（  200千円→10,188千円）

　工事請負費　36,660千円（1,300千円→37,960千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 11 公園施設改良事業 175,399 47,142 222,541

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 7,962 7,962

一　般　財　源 175,399 39,180 214,579

・事業内容

  公園内施設や園路等の老朽化に伴う改修、市民要望に応じた改良などに

　要する経費

・補正理由

　浜松城公園駐車場有料化に伴う駐車場整備、浜松城天守閣老朽化に伴う

　外装改修調査及び新型コロナウイルス感染症対策のための公園トイレ

　洋式化に要する経費の追加

　・浜松城公園駐車場整備　31,991千円

　　有料化計画の内容

　　　利用時間　普通自動車　8時00分から21時30分　※24時間出庫可能

　　　　　　　　大型自動車　8時00分から17時00分

　　　駐車料金　普通自動車　最初の90分無料、その後100円/30分

　　　　　　　　　　　　　　土日、休日は上限額（520円）を設定

　　　　　　　　　　　　　　※有料の公園施設等利用者には60分無料を付加

　　　　　　　　大型自動車　1,000円/回

　　　開始時期　令和4年3月1日

　・浜松城天守閣外装改修調査　4,851千円

　　令和5年1月の大河ドラマ館オープンに合わせた天守閣改修にかかる調査設計

　・公園トイレ洋式化　10,300千円

　　テレワークパーク拡充整備の実施に合わせた飛沫飛散防止のためのトイレ洋式化

　　整備予定数　25器

・補正内容

　委託料　　　 　 5,276千円（ 18,923千円→ 24,199千円）

　使用料及び賃借料　231千円（皆増）

　工事請負費　　 41,635千円（153,734千円→195,369千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　 7,962千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 1 消防庁舎整備事業 527,010 33,135 560,145

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 25,613 25,613

諸　その他収入 650 0 650

債　消防施設整備事業債 260,700 0 260,700

一　般　財　源 265,660 7,522 273,182

・事業内容

新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

・補正理由

　感染症対策を目的とした消防局及び消防署におけるトイレの洋式化、

　仮眠室のパーテーション設置、自動水栓設置に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　33,135千円（18,555千円→51,690千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　25,613千円（皆増）

2 消防団施設運営事業 162,711 2,535 165,246

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 1,960 1,960

県　地震・津波対策等減災交付金（消防） 7,336 0 7,336

債　消防施設整備事業債 130,100 0 130,100

一　般　財　源 25,275 575 25,850

・事業内容

新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

・補正理由

　感染症対策を目的とした引佐第4分団別所のトイレ洋式化に要する工事請負費

　の追加

・補正内容

　工事請負費　2,535千円（140,770千円→143,305千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　1,960千円（皆増）


